
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 1

【事業概要】

【事業費】 委託料 14,000千円（協議済額）

【変更点】 委託料 9,345千円（変更額）

変更額 9,345千円

　4,655千円の減額

・変更理由

請負金額の差額による減額　▲4,655千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ９，３４５千円

　中島地区被災市街地土地区画整理事業において、事業を円滑に実施するため、計画、評価、
設計等、諸分野の知識経験を持ち、それらを統合して事業実現に導く専門家の援助が不可欠で
あり、事業全体を組み立てて推進調整業務を行うトータルコーディネートを委託するものであ
る。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(1)市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 中島地区土地区画整理事業推進調整事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 3

【事業概要】

【事業費】

委託費 １０，０００千円 （協議済額）

内訳 　３，０００千円 ： 現状調査

　３，０００千円 ： 植物工場に関する技術検討

　３，０００千円 ： 計画案の策定

　１，０００千円 ： 効果、課題の検証

【変更点】 事業の廃止

・変更理由

　基幹事業の津波拠点整備事業で検討するため廃止。

　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ０千円

　津波の被害を受けた沿岸部における新たな植物工場等の導入に向けた検討を行う。
被災地の復興には、地域産業の再生が不可欠であり、本事業によりそのための計画策定を支援す
ることで、早期復興に向けた目処をつけることが極めて重要である。計画的かつ安定的な農業経
営が可能となる新たなシステムの導入を検討しその普及を図ることで、地域全体の農業の活性化
を促進することが必要である。
本事業により農地に適さなくなった土地への新たな野菜工場の施設整備に向けた計画が策定さ
れ、事業主体や資金調達などの具体的な検討が行われることで,地域の産業再生に資する事業の早
期実現の可能性が高まることが期待される。

＜植物工場に関する技術検討＞
植物工場に導入が想定される新たな技術開発や実用化の状況について把握する。特に、栽培技術
や農業廃棄物などを活用した再生可能エネルギー技術の特徴やメリット・デメリットを整理す
る。その結果、本地域の特性を踏まえた上での新たな手法の導入の可能性やそれに向けた課題等
についてまとめる。

<市場調査・優位性調査＞
植物工場に関する技術検討結果を受けて、今後、本地域での生産が期待される農作物について、
地域特性や市場動向などを踏まえながら、市場における優位性確保のあり方について検討を行
う。

＜事業の策定と検証＞
以上の結果を踏まえて、本地域における植物工場導入に関する事業計画を策定する。具体的に
は、沿岸部における新たな大規模野菜工場の整備を想定し、本事業に関心を持つ事業者が参加す
るワーキンググループを設置し、官民連携により検討を進める。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(39)地域振興・産業誘致に向けた調査事業

細要素事業名 大規模野菜工場の可能性調査及びFS調査



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 3

【事業概要】

【事業費】

委託料 25,000千円（協議済額）

【変更点】 7,673千円（変更額）

変更額 7,673千円

　17,327千円の減額

・変更理由

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　移転促進区域及び防災集団移転団地や災害公営住宅団地の用地買収に関わる地籍整備のための
法手続きや、相続、抵当権等の困難案件を司法書士会に委託する。併せて移転先の買収地に係る
補償コンサル業務などの委託業務。

全体事業費 ７，６７３千円

　当初、移転促進区域の全筆を計画をしていたが、地権者及び相続等の調査に期間を
要したため全筆実績することができず、変更したい。平成24年度は実績額に減額す
る。
　▲17,327千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(10)市街地整備事業予定地区の権利関係整備事業

細要素事業名 地籍整備委託事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 4

【事業概要】

【事業費】 45,000千円（協議済額）　

【変更点】 事業の廃止

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　防災集団移転促進事業により、離ればなれになった従来のコミュニティを取り戻すため、町が
実施する被災高齢者住宅地の隣接地に、コミュニティ広場の整備を行う。
　また、コミュニティ広場の一部にコミュニティ集会等に利用するため施設整備を行い、町内の
各団地に移転する被災者に利用していただくことにより、親睦を深め、更に新たな親交を得る場
として活用することにより、活力ある生活を促すものである。
　
整備内容
木造平屋　A=100m2
広場整備　A=600m2
植樹整備　N=１式

・変更理由
　事業計画及び実施について再検討した結果、町が実施する被災高齢者住宅整備事業で実施する
こととしたので、本事業費を削減したい。

全体事業費 ０千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(19)被災者へのコミュ二ティ活動支援事業

細要素事業名 コミュニティ広場整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 7

【事業概要】

【事業費】 19,600千円（協議済額）

雁小屋西地区 L=530

委託費 600千円

工事費 19,000千円

計 19,600千円

【変更点】 変更額　　　　600千円

委託費 600千円

工事費 0円

計 600千円 　19,000千円の減額

完了予定年月日　H25.3.31　→　H25.5.31

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ６００千円

　防災集団移転促進事業で整備する住宅団地（雁小屋西地区）の、既設配水管間の飲用水供給施
設を整備する。
　計画している住宅団地の近隣に上水道配水管が整備されていないので、水道の供給のため施設
整備が必要である。
　水道について、防災集団移転促進事業で整備する住宅団地と既設管路等を繋ぐものとし、ま
た、住宅団地の造成と本事業を同時に実施することで、住宅団地として供用開始が可能となる。

・変更理由
　基幹事業の防災集団移転事業では、参加住民とワークショップ方式で計画・設計を進め
ている。本町では被災者のＣＳを重要視しており、団地計画を徹底してきた。このため、
団地計画及び合意形成に不測の期間を要したので、当事業の設計調査等業務の完了予定年
月日をH25.5.31に変更する。また、本計画の工事は基幹事業で実施できることとなったた
め減額としたい。　▲19,000千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(11)飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 防災集団移転促進事業雁小屋西地区飲用水供給施設整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 9

【事業概要】

【事業費】

委託費 10,000千円 （平成24年度協議済額）

内訳 10,000千円 ： 現状調査と試験運行（平成24年度）

10,000千円 ： 新たな交通体制での運行（平成25年度）

10,000千円 ： 新ルートで実運用(平成26年度）

【変更点】 10,000千円の減額 （平成24年度協議済額） 事業の廃止

・変更理由

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　被災者に対して新たに建設される住宅団地への地域公共交通の可能性調査・FS調査を行　い、まず仮
設住宅と役場や病院、あるいは学校等を結び、町内を循環するコミュニティバスの最適なルート計画を
踏まえて、今年度より仮設住宅と、役場や医療施設、学校、商業施設などを結ぶコミュニティバスを運
行する。
なお、今後の復興計画の進捗に合わせて、公設住宅や新たな住宅団地等を結ぶルートを作るなど、来年
度以降随時運行ルートの見直しを行うことで、利用者の利便性向上を図る。

防災集団移転促進事業による住宅団地の整備等により、生活環境が大きく変化する住民に対し、公共交
通機関の充実を図ることで生活支援を図ることが重要である。そのための事業として、直近のニーズで
ある地域住民の日常生活の移動手段を確保することを目的としたコミュニティバスの早期運行を実現す
ることが重要である。

また、本事業は、仮設住宅に暮らす被災者の生活支援に資する公共交通の充実を図るものであるととも
に、全地域住民の日常生活における利便性向上による地域再生に資する事業である。仮設住宅の利用者
は現在、正確には把握されていない。それは、南相馬市から原発事故によって避難した人たちが住む仮
設住宅もあり、将来的に新地町に在住する可能性も高いこれらの人々に対するサービスは必ずしも十分
とは言えない。現在稼働しているコミュニティバスを現状に合わせて円滑に稼働することは喫緊の課題
となっている。
市街地整備事業及び防災集団移転事業等の基幹事業実施に関連する事業である。
本事業により、仮設住宅に暮らす被災者の利便性向上や外出機会や社会参加の機会が高まることが期待
される。

　平成24年度実施予定の現状調査は★D23-1-8にて実施したため、本事業費から減としたい。また、
試験運行については、現状調査に期間を要したことにより実施できなかったため減としたい。
　試験運行については、平成25年度実施予定としたい。

全体事業費 ２０,０００千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(18)被災者へのコミュニティバス運行支援事業

細要素事業名 被災者へのコミュニティバス運行支援事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 4 - 1

【事業概要】

【事業費】 工事請負費 7,000千円（協議済額）

岡地区 L=120m

【変更点】 事業費　　7,000千円　→　12,700千円 　5,700千円の増額

事業概要　 L≒120m　→　L≒211.3m 　L=91.3ｍの増

完了予定年月日　H25.3.31　→　H25.11.30

・変更理由

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　岡地区の防災集団移転促進事業において、新たな造成地と既設公共下水道間の排水施設を整
備する。

全体事業費 １２，７００千円

　基幹事業の防災集団移転事業では、参加住民とワークショップ方式で計画・設計を進め
ている。本町では被災者のＣＳを重要視しており、団地計画を徹底してきた。このため、
団地計画及び合意形成に不測の期間を要したこと及び、工事内容に変更が生じたため、完
了予定年月日をH25.3.31からH25.11.30に変更する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(11)飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 防災集団移転促進事業岡地区排水施設整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 1

【事業概要】

【事業費】 工事請負費 29,000千円（協議済額）

雁小屋地区 L≒480m

【変更点】 完了予定年月日　H25.3.31　→　H25.11.30

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ２９，０００千円

　雁小屋地区の防災集団移転促進事業において、新たな造成地と既設公共下水道間の排水施設
を整備する。

・変更理由
　資材不足により、資材の確保に不測の時間を要したため、完了予定年月日をH25.3.31か
らH25.11.30に変更する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(11)飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 防災集団移転促進事業雁小屋地区排水施設整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 6 - 1

【事業概要】

【事業費】 34,200千円（協議済額）

大戸浜地区　　 L=975ｍ

【変更点】 事業費 34,200千円　→　18,400千円（▲15,800千円）

事業概要　 Ｌ＝975ｍ　→　Ｌ＝344ｍ

完了予定年月日　H25.3.31　→　H25.11.30

・変更理由

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(11)飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 防災集団移転促進事業大戸浜地区飲用水施設整備事業

　防災集団移転促進事業で整備する住宅団地（大戸浜地区）の、既設配水管間の飲用水供給施
設を整備する。
　計画している住宅団地の近隣に上水道配水管が整備されていないので、水道の供給のため施
設整備が必要である。
　水道について、防災集団移転促進事業で整備する住宅団地と既設管路等を繋ぐものとし、ま
た、住宅団地の造成と本事業を同時に実施することで、住宅団地として供用開始が可能とな
る。

全体事業費 １８，４００千円

　基幹事業の防災集団移転団は、参加住民とワークショップ方式で計画・設計を進め
ている。本町では被災者のＣＳを重要視しており、団地計画を徹底してきた。このた
め、団地計画及び合意形成に不測の期間を要したので、完了予定年月日をH25.3.31か
らH25.11.30に変更する。また、施工区間について、関係機関との協議により、施行区
間をＬ＝975ｍからＬ＝344ｍに変更する。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 11

【事業概要】

【事業費】

委託料 276,000千円

内訳 　2,000千円：設計委託（平成２４年度）（協議済み）

270,000千円：整備委託（平成２５年度）

　4,000千円：監理委託（平成２５年度）

【変更点】 事業の廃止

・変更理由

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(20)防災行政無線整備

細要素事業名 防災行政無線整備事業

全体事業費 ０千円

　各種復興事業による市街地の再編や避難路の整備などに併せて、町内全域の屋外スピーカー、全戸貸
出設置の戸別受信機等の防災行政無線設備をデジタル設備へ更新を行うことで、地域住民はもとより観
光客や買い物客といった来町者も安全で迅速な避難行動を行うことが可能となる。
　また、東日本大震災からの復興の重要な施策のひとつとして「命と暮らし最優先のまち」を目指して
おり、その施策の重要なポイントが、防災上の情報通信体制のさらなる強化である。
　防災行政無線（移動系）（同報系）のデジタル化によって、情報伝達手段が多様化する中で、公共施
設のデータ表示板へのデータ送信や避難所の大型ディスプレイへの災害画像の送信など、これまでの防
災行政無線の担ってきた音声放送だけでなくさらに多くの広報機能を追加することができる。

　町では既存の屋外スピーカーを利用して、防災行政無線の設備の更新を計画していた。
　しかし、町民から震災時には屋外スピーカがハウリングをおこし、聞き取りにくかったとの意見
が多く寄せられていた。
　そのため、ハウリングをおこさないための屋外スピーカを配置する計画に見直すため、24年度で
の事業実施を廃止する。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 7

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２７年度

【事業計画概要】 L=６００ｍ、Ｗ＝５．５（７．０）ｍ

【事業費】 平成25年度　委託費 10,000千円

委託費 平成25年度　10,000千円 （今回申請分）

用地費 平成26年度　 8,700千円 （次回以降申請）

工事費 平成27年度　50,000千円 （次回以降申請）

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(25)市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 市街地接続道路整備事業（中島地区～作田地区）

計 68,700千円

全体事業費 ６８，７００千円

　本路線は、既存集落及び防集作田東団地がある作田地区、駅前都市区画整理両地区間のコミュ

ニティー形成や被災住民の生活向上に大きく寄与するものである。さらには医療、商業、行政エ

リアへのアプローチ道路として重要度が高い。

　現道は幅が狭く砂利道のため不便を強いられている。駅前都市区画整理事業区域では２車線道

路が整備される予定となっている事から、これに合わせ作田地区までの接続道として整備するも

のである。

内訳



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 14

【事業概要】

【事業費】 事業費 107,000千円

内訳 　3,000千円：設計委託（平成25年度）今回協議

100,000千円：整備委託（平成25年度～平成26年度）次回協議

　4,000千円：監理委託（平成25年度～平成26年度）次回協議

着手・完了年月日　H25.6.1～H26.3.31

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(20)防災行政無線整備

細要素事業名 防災行政無線整備事業

全体事業費 １０７，０００千円

　町では既存の屋外スピーカーを利用して、防災行政無線の設備の更新する。
　町民から震災時には屋外スピーカがハウリングをおこし、聞き取りにくかったとの意見が多く寄せら
れていた。
 そのため、ハウリングをおこさないための屋外スピーカを配置するため、調査、基本・実施設計を行
う。
　また、防集団地の造成が年内に完成予定で有り、平成26年度には、団地入居予定している人の家が
次々完成となる。それまでに防災行政無線の整備もしたい。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 15

【事業概要】

【事業費】

委託費 平成２５年度　16,000千円

　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 １６，０００千円

　東日本大震災の被害記録や町民の被災体験、町の復興過程の様子を後世に伝え、今後の町の防
災に役立てるため、震災発生時から復興までの記録や体験談を収集した記録集を作成するもの。
　なお、当該事業は、第一次新地町復興計画基本計画Ｐ１０（１）安心・安全なまちづくりに記
載した方針に関連して行うものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(37)震災・復興記録の収集・整理・保存

細要素事業名 震災・復興記録集作成事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 6 -

【事業概要】

【事業期間】 平成２５年度～平成２６年度

【事業計画概要】 Ｌ＝２４０ｍ，Ｗ＝４．０(５．０)ｍ

【事業費】 平成25年度　委託費 9,000千円

内訳

委託費 平成25年度　　9,000千円 （今回申請分）

用地費 平成26年度　　4,100千円 （次回以降申請）

工事費 平成26年度　 23,000千円 （次回以降申請）

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(25)市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 市街地接続道路整備事業（大戸浜団地～踏込田地区）

全体事業費 ３６，１００千円

　本路線は、防集作田西団地の北東から既存集落である熊野地区を結ぶ接続道路である。
　防集作田西団地と熊野地区は同じ行政区であるため、コミニティーの形成には欠かせない重要
な路線として位置づけられる。また、防集作田西団地は袋小路となっているため、防災上の観点
からも通り抜け可能な本路線の整備が求められている。

計  36,100千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 6 - 2

【事業概要】

【事業費】 工事請負費 31,900千円

大戸浜地区

L≒531.8m

31,900千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 ３１,９００千円

　大戸浜地区の防災集団移転促進事業において、新たな造成地と既設公共下水道間の排水施設を
整備する。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

(11)飲用水供給施設・排水施設整備事業

細要素事業名 防災集団移転促進事業大戸浜地区排水施設整備事業


